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一般的な事業者 悪質事業者

配慮を要する消費者

一般的な消費者

消費者政策の基本的方向

これまでの消費者政策の主なターゲット

→より柔軟で多様な政策手法
→関係省庁、事業者、業界団体等、
多様な主体との連携強化

消費者・事業者の協働による
経済社会構造の変革

デジタル化や
緊急時等への対応

情報

〈消費者政策の範囲の広がり〉

〈政策推進のための行政基盤〉

・消費者ホットライン 等
（１８８）

・消費生活相談員 等 ・地方への財政支援 等 ・法令・自主ルール 等

人材 財政 法令等

※2020年７月に、徳島に「消費者庁新未来創造戦略本部」を発足

・高齢化
・成年年齢の引下げ
・外国人対応
・災害時・感染症拡大時
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日本のＧＤＰの内訳（2021年）
（合計：541.9兆円）

2021年の消費者の被害・トラブル額 ⇒年間約５.９兆円（推計）

※ ＧＤＰ合計約541.9兆円に対し約1.1％に相当

日本経済の過半が家計消費
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家計消費
282.4兆円

民間設備投資
86.6兆円
（16.0％）

公共投資
5.5兆（5.5％）

民間住宅投資
20.6兆（3.8％）

その他
122.3兆
（22.6％）

（52.1％）



○ 2022年４月１日より、民法上の成年年齢が20歳から18歳に引き下げられることとされている。
〇 こうした中で、若者等を狙った悪質商法の被害防止が必要。

【学校教育・広報】
2018～2020年 若年者への消費者教育の推進に関するアクションプログラムの実施

（３年間を集中取組期間とし、高校を中心に実践的な消費者教育を強化。）

2021年 「成年年齢引下げに伴う消費者教育全力」キャンペーンを開始

【法改正等】
2019年 改正消費者契約法施行（若年者を中心に発生する被害事例を念頭に置いた取消権の追加等）

2021年 改正特定商取引法成立（若年者の被害も多い詐欺的な定期購入商法の対策強化）

20歳18歳

民法の
未成年者
取消権

（消費者の年齢）

事業者の行為の不当性の
有無に関わらず取消しの
対象となる

成年年齢の引下げ

引下げで
取消権が
無くなる

成年年齢の引き下げ

（※）若年者への消費者教育の推進に関する４省庁関係局長連絡会議決定（消費者庁、文部科学省、法務省、金融庁）
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デジタル化の進展（１）

• スマートフォン保有世帯は堅調に増加。
• インターネット利用者の割合は13～59歳で９割超え。利用機器はスマホがパソコンを上回る。

（備考）総務省「令和3年通信利用動向調査」より抜粋。 4



デジタル化の進展（２）

（備考）消費者庁「令和３年消費者白書」より抜粋。

• 国内の事業者・消費者間のデジタル取引はこの10年大きく増加。越境的なデジタル取引も増加。

• 消費者の決済手段の多様化・高度化も進み、キャッシュレス決済に関する消費生活相談の件数
も増加傾向。
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新型コロナウイルス感染症の生活への影響

• 2020年の消費支出は、減少がみられる一方、通販の利用の推奨等を含む「新しい生活様式」が
提言される中、インターネットを利用した支出は増加傾向。

• 消費者の時間の使い方の変化を見ると、緊急事態宣言の発出に伴う外出自粛等の影響により、
「インターネットの利用」や「家事」といった主に自宅で行う行動に費やす時間が増加した一方で、
外出を伴う「外食」や「旅行」に費やす時間が減少。

（備考）消費者庁「令和３年消費者白書」より抜粋。



○ 放射性物質を理由に購入をためらう食品の産地

※産地を気にする理由として「放射性物質の含まれていない食品を買いたいから」

と回答した者に対し、購入をためらう産地を尋ねたもの

「風評被害に関する消費者意識の実態調査」の概要
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